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論文の内容の要旨
　本論文は3つの主要な章より構成されており，第2章はタイにおける工業製晶について輸出企業の企業規模と
輸出比率の関係をアンケート調査によって分析，第3章は日本の170社の化学・製薬企業の日経NEEDS財務デー
タを利用して，研究開発投資と収益性の関係，企業規模と研究開発との関係を分析し，第4章は日本の製造業全
体の697社一719社について3年分にわたる日経NEEDS財務データを利用して，企業規模と輸出比率，輸出比率
と経営成果の関連について実証研究を行っている。
　第2章はタイの輸出企業のリスト約2，O00社よりランダムに選択された500杜のCE○または国際経営担当役員へ
のアンケートで回収された112社の内，利用可能な86社の回答を分析している。輸出企業のアンケートデータよ
り，輸出比率は，売上高という企業規模により有意差があり，小規模企業の方がより多く輸出しており，輸出に
よる利益率は有意でより大きな正の値をとっていることが，ANOVAやノンパラメトリックのKruska1－Wa11isHテ
ストにより示されている。これにより大規模企業の方がより貿易依存が高いという米国や，ヨーロッパ諸国での
研究と異なった結果が分析されている。また，CE○のコスト，利益，リスクについての予想は，従業員数を規模
の変数とすると有意差はないが，売上高を規模とすると，小企業の方が利益はより高くリスクはより低くとるこ
とが有意差付きで判定されると指摘している。
　第3章は日経NEEDSの1992－96年のデータと日経の会社財務カルテのデータを利用して，化学・製薬企業19！
社より研究開発費が含まれていない21社を除外した170社を分析している。企業の研究開発費はROA，売上総利
益，営業利益，経常利益の収益性指標とは3年間の時差を採用した重回帰分析により，有意に正の関係があるこ
と，売上高研究開発比率も同様であることが指摘されている。企業規模と研究開発費，売上高研究開発比率は正
の有意な関係があることも分析されている。しかしながら，研究開発費や売上高研究開発比率の増加が直ちに収
益率に結びつくというわけでないとしている。変数の正規性の検定や重回帰分析における多重共線性もチェック
されている。さらに，1986－1989年のバブル期のデータ分析も実施されており，同様の結果であるとしている。
　従来の研究は，規模の大きい企業の方が小企業より輸出比率，輸出成果が高いとしていた。これに対して第4
章では，企業規模が輸出比率，輸出成果のみならず企業業績に対して及ぼす影響を，．わが国製造業15産業に属す
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る697社一719社の日経NEEDSの1993－95年にわたる財務データを利用し計量的に分析している。輸出比率を目
的変数にして重回帰分析を適用すると，売上高の自然対数をとった企業規模は全企業について正の有意な関係が
あり，小企業と大企業に分類すると小企業については，有意ではないが負の関係があり，大企業では正の有意な
関係がある。研究開発費比率，外国人所有比率も正の有意な関係があることが指摘されている。また，企業規模
は5収益性指標のうちROA，ROE，営業利益，経常利益に対しては有意な正の関係があるが，輸出比率は全収益
性指標に対して負の関係が，外国人所有比率は正の関係がある。企業規模と輸出比率が収益性に及ぼす効果を小
企業の場合と大企業の場合に分類して分析すると，大企業だけ売上総利益について負の有意な関係がある。小企
業では逆に，収益性に正の有意な関係が4指標については存在している。輸出比率が高い企業は低い企業よりも
収益性が低いことも分析されている。輸出比率が従業員1人当たり売上高，従業員ユ人当たり経常利益，従業員
1人当たり付加価値という生産性3指標に及ぼす影響は有意に正であることも確認されている。
　第5章では，上記の計量分析の結果による事実発見に対しての，実際的，政策上の意味づけを行っている。第
2章の結果については，タイ国の産業政策についての方向性として，従来小企業に対する輸出奨励をしていたが，
今後は大企業に対する輸出奨励や経営者の輸出に対する積極的姿勢によって輸出効果を向上させる必要があり，従
業員数より売上高の方が目標として有効であるとしている。第3章の結果については，大企業の方が研究開発費
の効率的な利用をしており，小企業では共同の研究開発を実施した方がより効率的運用になると考えている。第
4章については小企業でのみ企業規模が収益性と正の関係があり，大企業では規模と生産性が負の関係があるた
め，規模の拡大は生産性の減少をもたらしているので，規模の拡大には官僚制等の組織の問題を考慮する必要が
あるとしている。
審査の結果の要旨
　本論文の第2章ではタイ国での輸出企業への質問票の分析を行っている。86社の回答の分析により，小規模の
企業の方がより深く輸出にかかわっており，経営者の輸出に対してのコスト，リスクについての予想には企業規
模によって有意差があるとしている。このことは，従来の国際経営での認識と異なる事実をタイ国で発見してい
るので，大変興味深く高く評価できる。
　第3章では，日経N班DSの1992－96年のデータより，化学・製薬企業！70社では，研究・開発費は収益性と
正の関係があり，より大きな企業の方が研究・開発費の支出に効率的であり，より多くより高い程度に研究・開
発費を支出していることが発見された。企業規模と研究・開発費の関係についてのわが国企業での事実発見は価
値がある。
　第4章では，日経N既DSの1993－95年のデータより，製造業での719社の標本を分析している。企業規模が
大きいと輸出比率と正の関係があり，企業規模が小さいと収益性と正の関係がある。そして，輸出比率は収益性
とは負の関係があり，従業員1人あたりの売上高という効率性とでは，正の関係があるとしている。この章も類
似の既存研究がなく事実発見として価値がある。
　全体として，理論的，または規範的には妥当性の高い仮説について，入手できる十分なデータと適切な分析方
法により，手堅く実証しており，この分野の発展に貢献しているので高く評価できる。
　以上の点から，本研究は当研究科における博士論文として十分に評価できるものである。
　よって，著者は博士（経営工学）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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